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まえがき

1992年,伝 熱研究会が伝熱学会へ移行 し,さ ら

に,本 学会誌 「伝熱研究」 も1996年1月 号から編

集方針 ・内容が一新され,毎 号,<随 想>欄 がその

目次に加わった。それに私が執筆するよう伝熱学会

編集委員長の岐阜大学の熊田先生か ら突然の依頼を

受けた。これまで執筆された大先生のように伝熱研

究の回顧あるいは将来の展望をわた しのごとく若輩

者が書 くには,ま だ15年 も(定 年退官まで)早 い

のでと何度 も固辞 したが,故 土方先生の方針で年輩

者 と若手が交互に執筆することになっているとの委

員長の説得に圧されて,こ の際,何 が書けるかわか

らないが この頃思っていることを書いて,そ の責を

全 うすることとした。

行革と大学改革

昨今,「行革」が新聞マスコミを賑わしている。す

でにご存知の通 り,行 政改革会議(会 長:橋 本竜太

郎首相)に より現行の22省 庁 を1府12省 庁にする

再編する改革案が発表され,実 現に向けて山場 を迎

えようとしている。文部省関係で も,行 政効率化に

向けて独立行政法人(日 本型エージェンシー)の 導

入計画として,全 国98国 立大学の職員12万5千 人,

(非現業の国家公務員の4分 の1に 相当する)を 文部

省か ら分離 ・法人化,す なわち,国 立大学の独立機

関化,民 営化,地 方自治体への移管が発表されたが,

文部省の 「教育研究水準の低下 を招 く」,国立大学協

会会長の井村京大学長の 「学問の継続性に大 きなひ

びを生 じさせ,学 問研究を著 しく弱体化させる危険

性がある」 との反対により今回は無事難を逃れた。

しかし,今 後の展開としては,郵 政三事業の民営化

とともに国立大学で も定員削減に留まらず大改革さ

れることも必須のこととなろう。

大学の現状に目を向けると,平 成3年7月 の 「大

学設置基準」の大綱化 を契機 として課程区分の撤

廃,教 養部の改組(廃 止),教 育学部の教員養成課程

の統合改組,シ ラバスの作成,点 検評価 など 「大学

改革」が進められた。さらに,追 い打ちをかけるよ

うに,文 部省は1997年5月 に行革の一環として平

成12年 度までに,少 子化の時代を迎え教員養成課

程の定員 を現在の1万4,515人 から5千 人削減する

こと,お よび臨時増募の学生定員の返還を発表 し

た。少子化の時代といえば,わ たしは戦後のベビー

ブームのいわゆる段階の世代であ り,学 生時代には

教室に隙間のない くらいに机 を並べ,特 別教室も全

て教室 として利用する学校生活を過ごし,社 会に出

ても常に同期生が最 も多 く,こ れから先 も,高 齢化

時代の予備軍として,医 療保険法,年 金制度の改革

(支払い延長)な どなど,ま すます改革中に置かれて

い くことであろう。

人の数については,同 様に医学系でも問題になっ

ている。1994年 のデータによると,我 が国の医師

の数が23万 人とこの30年 間で倍増 し,人 口10万

人あた り184人 と,欧 米での抑制の目安 と言われて

いる10万 人に対 して200人 という基準を超えてお

り,こ のままでは,2015年 には,2万3千 人の医師

が過剰 となることが報告 されている。医師免許を

もったスポーツ選手や,仕 事が無 くてタクシー ドラ

イバー しているなんてのは欧米ではもう当た り前

で,そ のうち日本でもそうなるのであろうか。医学

系の学生定員の削減,医 師免許試験 を難易度アッ

プ,医 師の定年制の導入など,そ の改革 も急務であ

ろう。

わたしの最近の仕事 も 「大学改革」が中心で,会

議がやたら多 くなっている。教養部改革,カ リキュ

ラム改革,そ れに伴 う全学出動体制のもとでの教養

的科 目の授業担当,そ して,大 学総合移転(金 沢大

学),大 学の重点化など,本来の研究教育 とは程遠い

行政的な仕事にかな りの時間を費や しているが,こ

れまでお世話にな り,自分を育ててくれた大学への

ご恩返 しと思い,若 手の一教官として大学100年 の

計の立案 ・実施のために微力なが ら日々努力 してい
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る昨今であ る。ただ,大 学 院の拡充 に よ り院生 の数

も卒研生 よ り多 くな り,定 員削 減に よ り教 職員 の数

が年 々減少 し,ま す ます雑用が増 えるばか りで,大

学教職員の誰 しもが オーバ ーロー ドとなって きてい

る。こんな風 に改革 して本 当に,日 本の科 学技術 の

進展 のためになってい るのかいつ も自問 自答 ばか り

である。そ うはいって も,最 後は 自分 自身で時間の

有効利用 と頭 の切 り替 えによ り,今 が乗 り切 らねば

な らない正念場 と思 い,精 一杯 や ってい る毎 日であ

る。

学会 の改革

わた しに とって,日 本伝熱学会 は第9回 伝熱 シ ン

ポ ジウム(昭 和47年 広 島)か らお世話 になって早

25年,日 本機械 学 会 とともにメイ ン学 会 と して位

置づ け,毎 年 のシ ンポジ ウムへ の参加講演が全 てに

優先す る業務 であ る。 第1回 シ ンポジウムが1964

年京都会館 で 開催 され,そ の29件 の講演 論文 を 「伝

熱研究」誌 の3巻10号 特集号 に掲載 してお り,現

在で も会員 にシンポジ ウム講演論文集 を無料で配布

している歴 史の発端 を感 じた。

それに して も,学 会 の話 にな るといつ も,「い くつ

の学会 に所 属 してい る?」 とい うこ とが話題 に な

る。大体 は,3つ 以下 とい うのは殆 どな くて,3つ

以上 の学協 会に所属 している とい う答 えが返 って く

る。今の 日本 には,学 協 会は一体幾つあ るの だろう

か,「 全 国学術研究 団体 総覧」(1)による と,(1)学 術研

究の向上発 達 を図る ことを 目的 としてい ること。(2)

100名 以上の科学者 である個 人会員 によって構成

されてい ること。(3)会則等 に名称,目 的,事 務 局,構

成員の資格及 び代 表者 の定 めがあ ること。(4)目的達

成のため に,引 き続 き3年 以上活動 してお り,年1

回以上の集会,刊 行物 の発行 を行 ってい るこ と。(5)

構成員が特定 の地域又 は団体 に属す るもの に限 ら

れてい ない こ と。役 員 の過 半数が科 学者 であ る こ

と。の5つ の基準条件 を具備す る学術研究 団体,お

よび(1)学術研 究の向上発達 を図るこ とを 目的 として

いる こと。(2)個人会員 であ る構 成員の数が原則 と し

て100名 以上であ るこ と。(3)会則等 が あ り,機 関

誌の発行,集 会 を行 ってい ること。の3つ の条件 を

満たす広報協 力学術 団体 に関 して,各 分野 ご とにそ

れぞれ,I.文 学,哲 学,教 育学 ・心理学 ・社会学,

史学の分野が427団 体,II.法 律学,政 治学が61,III.

経済学,商 学 ・経営学が92,IV.理 学が140,V.農

学 が138,VI.医 学,歯 学,薬 学が454,VII.工 学が

191で 合計1,503団 体 となってい る。その規模 とし

ては,工 学系 では,日 本機械学 会が トップで正会員

37,805人,次 いで電 子情報 通信学会(36,611),日 本

建築学会(35,475),土 木学会(32,028),自 動車技術

会(29,195),情 報 処理 学会(28,932),電 気学会

(24,646),応 用物理 学会(20,746),空 気調和 ・衛生

工学会(19,595),火 力原子力発電技術協会(13,546),

地盤工学会(12,983),高 分子学会(10,927)な どがマ

ンモス学会で以下正会員1,233人 の 日本伝 熱学会の

規模 を超 える学 会が 目白押 しであ り,数 百人の学会

も含 めて年 々増加 の一 途であ る とい うことであ る。

勿論,そ れぞれ に目的 ・必 要性,ま た特徴 があ って

の こ とと言 えるが,単 に所属 す るだけで も高額 な会

費が必要 となるだけで はな く,役 員幹事 あるい は委

員 を担 当す ることになると,こ れ またボラ ンティア

で 「学 会の活性化 や会員増 強」のため と仕事が ます

ます増 えるこ とになる。この際,学 会 も行政改革 を

見習 って,少 し整理統合 す るこ とが必要 ではないの

であろ うか …

いつの世で も改革があって進歩があることと思 う

が,そ れ に して も 「効用価 値低減 の法則」で,満 ち

足 りれば足 りるほ ど価値 は低 減す る感であ る。

お わ りに

全 く,思 いつ きのみで,「伝熱研 究」誌のページに

汚点 を残 した。研究の こと も少 しは と思ったが,こ

れ までの 「伝熱研究」誌 に掲 載 された伝熱の先達の

大先生方 々の随想,そ して伝 熱学会発足3周 年記念

号(1996)の 「小特集 二伝 熱工学 ・熱工学の将来」 に

ある とお りであ る。改革 の時代,大 学 の生 き残 りの

ために,ま た研究 費の獲得 のため に も,流 行 とは言

わないが,時 代の要求に沿 う研究 が必要 なので はな

いか としみ じみ思 う最近で あ る。科学技術基本計画

にある ように,ま た,科 学技術庁 の技術予測調査の

報告にあ るように,伝 熱 とはい え社 会 に役 つ研究 に

よ り一層励 む所存 であ ることには間違いないところ

であ ることを記 して結 び と したい。

(1)　全 国学術研 究 団体総 覧,日 本学 術協 力財 団編,

1996.
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